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1. 序
近年、消費者がインターネット上で商品を紹介する場面をよく目にするようになった。
また、生産者もインターネットを活用して、商品を積極的に紹介するようになった。その
結果、ご当地ブランドなど、今まで注目を浴びていなかった商品が話題になることが多く
なった。これは、従来の主要な情報源であるマスメディアではカバーしきれない範囲の情
報が、インターネットによって簡単に送受信できるようになったためであると考えられ
る。そこで、インターネットがブランドに与える影響について注目したい。
本稿では、ブランドの発生や発展へのインターネットの影響について論じる。2節では
ブランドが発生し、発展する過程について述べ、発展モデルを構築する。3節ではインタ
ーネットを利用しないブランド、4節ではインターネットを利用したブランドを発展モデ
ルに当てはめることで、インターネットの普及がブランドの発展に与えた影響を示す。結
論では、従来の発展方法とは異なり、インターネットを利用したブランドは短期的な製品
ブランドに留まることが望ましいことを示す。
2. ブランドの発生と発展
2─1. ブランドの発生
ブランドとは、古期スカンジナビア語の「brander（焼きつける）」に由来する言葉であ
り、もともとは自分の持つ牛と他人の持つ牛を区別するための手段として焼印を用いたの
が始まりである1）。現在では、企業や商品を認識するための様々な情報に対してブランド
という言葉が用いられる。本稿では、ブランドの発生する条件、発展過程に着目するた
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め、ブランドを「外部の人間が承認した価値」と定義する。これは、「一個のヒト、モノ、
サービスの名前が、世間に広がった後と前に持つ価値の差」と言い換えることができる。
石井（1999）の説を基にすると、ある複数の属性を持つ製品は、世間に広まり、「この商
品はおいしい、おしゃれだ」というような新たな属性が多くの人に認知され、承認された
時に初めてブランド製品となる。また、石井（1999）はこれについてソニーのウォークマ
ンを例に挙げて説明している2）。商品の流通前の段階では形式 Iと I’ は外部の承認が無い
ため、その価値は等価である。つまりこの段階では、ウォークマンという名前は製品 aの
属性であり、ブランドではない。しかし、商品流通後『ウォークマン』の宣伝広告によっ
て、消費者が仮に『ウォークマン』という名とそのロゴに可愛いという新しい価値を見出
した時、『ウォークマン』の属性の一つに『可愛さ』（属性χ）が加わる（形式 I’ から形
式Ⅱに変化）。属性χは製品 a（形式 I）に存在せず、『ウォークマン』というブランドに
のみ存在する属性である。この『可愛さ』という属性がブランド生産者ではない外部の消
費者に認知されることで、その製品そのものと製品の名前に価値の差が生まれる。「名前
が独自の属性群を持つのは、名前が製品からひとり歩きする第一歩となる重要な契機であ
る。」3）と述べられているように、まさにこの瞬間にブランドが発生しているといえる。な
お、ここでは新規属性の追加による契機のみ言及しているが、もちろん既存属性であって
も、ブランドの消費者、または世間が既存の属性を価値あるものと承認すれば、ブランド
足りえる。
図 1　諸属性と自立する名前
（出所）石井（1999）p. 114‒115を基に筆者作成。
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2─2. ブランドの発展
2─2─1. 製品ブランドと企業ブランド
小節 2─2では、製品ブランド（Product Brand）と企業ブランド（Corporate Brand）、
そして短期ブランドと長期ブランドという視点から、ブランドの発展方法について論じ
る。ここで言う発展とは、発生したブランドがより多くの人に承認され価値が大きくなっ
ていくことを指す。まず、製品ブランドと企業ブランドについて説明する。
製品ブランドとは、製品そのものから連想された付加価値であり、その製品にしか影響
を与えないが非常に具体的という特徴がある。しかし、製品ブランドではその商品の人気
が落ちにくくなるというメリットはあるものの、そこからの発展は望みにくい。 
一方、企業ブランドとは、その企業の名前から連想される付加価値のことである。その
企業が生産している複数の製品に共通するイメージであり、抽象的なことが特徴として挙
げられる。企業ブランドは売れ筋の商品だけでなく、他の商品や新商品などにも容易にブ
ランド付けできるという発展性がある。そこで自社の企業ブランドを確立するため、企業
側としては既に確立した製品ブランドと同じような特徴を持つ製品を出すことが重要とな
る。このように、製品イメージが強く根付いた場合、そのイメージが企業側のイメージと
して定着することもある。
2─2─2. 短期ブランドと長期ブランド
次に、短期ブランドと長期ブランドについて述べる。本稿では、社会に短期間承認され
るブランドを短期ブランドと定義する。短期ブランドのまま終わってしまう原因として、
キャッチアップされることや、その市場自体が衰退することが挙げられる。キャッチアッ
プは、後発商品との差別化が不足した場合に発生する。また、ターゲットとする市場から
十分な利益を得られない場合、その市場からの撤退が発生する。短期ブランドが大きな利
益を挙げる例には、ブームになる場合が挙げられる。この場合、話題性により短い期間で
大きな利益を上げることができるが、競争力が伴わないと短期ブランドのまま終わってし
まう。
一方、社会に長期間承認され、今後も安定して売り続けられると予想できるブランドを
長期ブランドと定義する。長期ブランドとなった商品からは安定した利益を得ることがで
きる。そのため、短期ブランドから長期ブランドに移ることが望ましい。長期ブランドに
発展するためには、競争力と需要の安定の両方を満たせばよい。また、長期ブランドに移
行したブランドは安定した利益を確保できるだけでなく、企業のイメージに影響を与える
ことができるようになる。
なお、これらは便宜上の呼び方のため、具体的に何ヶ月商品が売れ続ければ長期にな
る、というようなことは考慮しない。 また、ブランドが地域的には承認されていても、
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全国的にはされていない場合もあるため、ここでのブランドの承認は全国的なものに限定
する。
2─2─3. ブランドの発展モデル
ここでは、いままでに述べたことを用いてブランドの発展モデルを構築する。小節 2─2
─1で述べたように企業ブランドは複数の製品に対して影響力を持っているが、製品ブラ
ンドはその製品自体にしか影響を与えない。小節 2─2─2で述べたように長期ブランドは、
短期ブランドと比較して長い間利益を上げることができる。つまり、長期的な企業ブラン
ドであることが望ましい。これらの関係について表 1を用いて説明する。
表 1の右下に当たる短期的な製品ブランドは、ブームになる製品が例として挙げられ
る。ブームの期間中に消費者は製品に飛びつくため、莫大な利益を得ることができる。し
かし、他社の企業もブームに乗っかって似たような商品を出してくるので、キャッチアッ
プされやすく、利益を得るのは短期的になることが多い。
右上の長期的な製品ブランドは、製品が持っている具体的な特徴が消費者に認識され、
ブランドが一般的に承認されているため、安定的な利益を得ることができる。これはロン
グセラーと呼ばれる。
左上の長期的な企業ブランドは、企業から連想される付加価値を持ち、商品全体に影響
を与えることができる。小節 2─2─1で説明したように、新商品など他の製品に対しても、
容易にブランド化することができる。そのため、似たような製品がある中で、他社との差
別化ができる。つまり、競争力が強いという特徴を持つ。長期的な企業ブランドは、大企
業4）が持ち合わせていることが多い。
また左下の短期的な企業ブランドは、抽象的な特徴であり、製品のイメージが湧かな
い。そのため、購買する消費者が少ない。つまり、企業にとって短期的な企業ブランドを
生み出すことは非効率的であるため、短期的な企業ブランドは、成立しづらい。
まとめると、短期の企業ブランドは滅多に成立せず、長期の企業ブランド、長期の製品
（出所）2─2─1、2─2─2から作成。
表 1　長期・短期ブランドと企業・製品ブランドの関係性
企業ブランド 製品ブランド
長期
ブランド
商品全体に強い影響。
競争力が強い。
例）大企業
製品の市場が大きい。
安定的な利益を得ることができる。
例）ロングセラー商品
短期
ブランド
成立しづらい。
短期間に大きな利益を上げることができる。
すぐに追いつかれてしまう。
例）ブーム
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ブランド、短期の製品ブランドの順に利益を上げやすい。逆に、社会に出た製品は短期の
製品ブランドとして登場し、長期の製品ブランドへと成長し、最終的に長期の企業ブラン
ドに影響を与えるようになることが理想である。
長期的な企業ブランドになるためには、製品ブランドの価値を高めることが必要であ
る。製品の評判が良ければ、企業のブランド価値も上がる。また、繰り返し商品を使用す
ることで、企業に対する安心感が芽生え、製品の持つ属性を当たり前と認識する。短期的
なブランドは、製品の名前が先行する傾向があるため、企業とは結びつきづらい。長期的
なブランドであると、生産者は企業の製品に触れる回数が多くなり、製品ではなく企業に
注目する可能性が高まっていく。以上より、長期的な製品ブランドは、企業の印象付けに
大きく関わる。つまり、企業ブランドを高めるためには、長期的な製品ブランドが必要と
なる。
長期的な製品ブランドにするためには、マスメディアを通じた宣伝などを継続的に行う
ことで、製品のイメージを消費者に定着させることが必要である。消費者に広く認知され
ていて、触れる頻度が高い製品ほどイメージを定着させやすい。広く認知されている短期
的な製品ブランドは、繰り返しイメージの定着を行うことで長期的な製品ブランドに発展
することができる。
3. インターネットを利用しないブランド
2節ではブランドの発展モデルを構築した。3節ではそのモデルを用いてインターネッ
トを利用しないブランドについて述べる。
インターネット普及前の社会では、ブランドの発展は、生産者主体で行われるものであ
った。生産者主体によるブランドの発展は、生産者がブランドの価値を打ち出し、消費者
がそれを承認することによって行われる。生産者主体であることの特徴は、ブランドイメ
ージを生産者がコントロールしやすい点である。
大企業はマスメディアを用いた広告により、主体的にブランドイメージを広げることが
できる。これは、今よりもマスメディアに触れる機会が多かった従来において、非常に高
い効果を発揮していた。一方で中小企業は、目的によってブランド化への戦略が異なる。
全国的な商品展開を目的とする企業は、製品開発により商品の差別化を図り、消費者に商
品の性質を PRすることでブランド化を目指すことが多い。また、特定の地域を対象にす
る小売業など、固定の顧客を維持し続けることを目的とする企業は、ブランドイメージを
保つための最小限の宣伝を行うことが多い。
次に、先に述べた大企業、大企業を目指す中小企業、特定の顧客の維持を目指す中小企
業をブランド発展モデルに当てはめる。
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まず、大企業はマスメディアを使い繰り返し宣伝を行うことができるため、長期の企業
ブランドへの発展が可能である。また、大企業に至る過程で企業名や特色が広く承認さ
れ、既に長期の企業ブランドとなっている場合は、それを維持し続けることが望ましい。
その後、新商品を展開するときに企業ブランドのイメージを活用することができるなど、
ブランド戦略を有利に運ぶことができる。
次に、大企業を目指す中小企業は、製品の差別化を確立した後にブランドイメージを構
築することで、発展モデルを辿ることができる。まず、製品開発によりある程度の競争力
を持つ製品を作ることで、短期の製品ブランドとして社会に承認される。そして、企業は
その利益をマスメディアなどの広告に少しずつ投資することで、ブランドイメージによる
差別化を確立させることができれば、長期の製品ブランドへと発展する。最後に、企業そ
のもののイメージをつけ、長期の製品ブランドを長期の企業ブランドへと発展させる。こ
のようにモデルを辿ることで、ブランドを発展させて企業の成長に繋げることができる。
一方、特定の顧客の維持を目指す中小企業は、発展させる必要が無いため、発展モデルに
当てはまらない。
4. インターネットを利用したブランド
4─1. インターネットの特徴
3節ではインターネットを利用しないブランドの特徴について述べた。ここからはイン
ターネットを利用したブランドの特徴と発展モデルについて述べる。インターネットが普
及したことで、ブランドの新たな発展の方法が登場した。そこでまず、インターネットの
特徴について述べ、そこから考える流行しやすいブランドの特徴、それらが辿るブランド
の発展モデルを導く。
インターネットの特徴をソーシャル性、ストック性、リアルタイム性という 3つの視点
から考える。ソーシャル性とは、容易に他の人とコミュニケーションが取れるようになっ
たということである。マスメディアは、新聞やテレビなどから購読者や視聴者に対して情
報を送ることで、情報伝達されるものであり、その逆はほとんどない。しかし、インター
ネットを利用することで、情報発信者が受信者に情報を流すだけでなく、受信者が発信者
になって、また別の受信者に情報を流すことができるようになった。インターネットはそ
の場に立ち会っていなくても、電子掲示板などに書き込むだけで、たくさんの人と交流で
きる。また、自分が興味を持った人との会話も可能なため、人脈を深めることもできる。
このように、人と人とがつながりやすくなった。これを本稿ではソーシャル性と位置づけ
る。
ストック性とは大量に情報を保管し、容易にアクセスできることである。インターネッ
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トの書き込みを残しておくと、書き込んだ情報の寿命が非常に長い。紙媒体の新聞や雑
誌、テレビなどの場合では、一度見たら再度見ることはほとんどない。従来のメディアが
ほぼフロー型の特徴を備えているのに対し、インターネットはフロー型であり、かつスト
ック型の情報置き場でもある。その結果、インターネットで検索をすれば、図書館に行か
ずとも、ある程度の情報は手に入れることができるようになった。本稿ではストックされ
たものを誰でも簡単にアクセスできる特徴をまとめてストック性と名づけ、位置づける。
リアルタイム性とは、情報の発信・受信が即時にできるということである。電子掲示板
や SNSなどの登場により、リアルタイムで情報を拡散する力が強くなった。発信者は自
分の経験したことを気軽に書き込むことができ、受信者はそれを簡単に知ることができ
る。また、スポーツの試合結果や知りたいニュースなどを、マスメディアが報じる前に知
ることができるようになった。これを本稿ではリアルタイム性と位置づける。
4─2. インターネットを利用することで発生しやすいブランドの特徴
4─2─1. 話題性
ここでは、インターネットを利用することで発生しやすいブランドの特徴について述べ
る。まず、話題性のあるブランドが発生しやすい。話題性とは、話題になりやすさを指
し、商品の機能や名称、背景などに独自性のある特徴を持つ場合に当てはまる。
消費者は、ブランドに内包する話題性を見つけ出すことで、その商品を紹介したいと思
うようになり、その情報を発信することで口コミとして広まっていく。口コミは、インタ
ーネットのソーシャル性により、不特定多数の消費者に流すことができるようになった。
これらの情報は、SNSの引用機能やネットニュースでの取り上げにより拡散されること
があるため、従来に比べて広まりやすい。さらに、ストック性により、口コミがインター
ネット上に残るようになり、いつでも参照できるようになった。そのため、インターネッ
トにおいては口コミの影響力が強く、情報発信の動機となるような話題性のあるブランド
は広まりやすい。
また、インターネットにおいてはリアルタイム性により常に新しい情報が入ることか
ら、情報は消費者による持続的な話題の取り上げや閲覧が発生しないと目に留まりにくく
なっていく。そのため、話題性のあるブランドとないブランドの広まりやすさの差は、従
来に比べてさらに大きいといえる。以上より、インターネットにおいて話題性のあるブラ
ンドが発生しやすい。
4─2─2. ニッチ層向けの商品
インターネットが普及したことで、ニッチ層向けの商品にスポットライトが当たるよう
になった。ニッチ層向けの商品とは、需要が少なく市場規模の小さい商品のことである。
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そういった商品は従来の店舗では販売機会が少なく、なかなか店に置くことが出来ないた
め、そもそも目に触れる機会が少なかった。また、中小企業や個人は面白い商品を作って
も、需要が小さければ販売経路を構築することは難しかった。しかし、インターネット社
会ではこれらの問題を一気に解決することができる。情報のストック性により、世界中か
らいつでも商品の情報を見ることができるようになり、目に触れる機会が増大した。また
ソーシャル性により、SNSなどで話題として取り上げられ大きな反響を得る可能性があ
る。こうして販売機会が増えたのである。それに加え、エレクトロニックコマース・ビジ
ネスが広まり、流通経路にのせる初期費用が大幅に減ったことで、個人でも消費者にブラ
ンド製品を販売することが可能になった。一例として、Amazonに委託することで月額
4900円＋販売手数料で個人でも新しい製品、サービスを提供できることが挙げられる。
また、企業側にもロングテールという選択肢が出来た。ロングテールとは、販売数の少
ない商品を大量の種類用意することにより利益を上げる手段である。Amazonなどの大手
通販サイトでは、主力商品を大量に売るだけでなく、ロングテールも重要な利益を上げる
手段と捉えられるようになった。
ニッチ層の需要を掘り出し、その企業が売上を上げると、先発優位性を発揮できる。そ
うなると他の企業も参入しようとする意識を見せるが、市場規模がニッチ層故に大きくな
いケースが多く、先発優位性に阻まれ他の企業は利益が上げられない可能性が高い。それ
ゆえ、独占的にその利益を上げ続けることも可能である。
4─2─3. 生産者の消費者利用
インターネットによって、消費者も積極的に商品の価値を発信するようになり、消費者
が主体となってブランドを生み出すことができる社会になった。これにより、マスメディ
アを通じてブランドイメージを作り出す従来のブランド戦略の効果が減少し、インターネ
ット社会においては必ずしもうまくいくとは限らなくなった。そこで企業は、ソーシャル
性を使い消費者の口コミを利用することで自社の望むブランドを形成することを狙うよう
になってきた。
一方の消費者は、自分が支持しているブランドや企業に対して積極的に関わっていきた
いと考えている。電通のソーシャルメディア利用実態調査（図 2）によると、発売予定商
品の事前モニターとなってみたい人が 43.1％、新商品開発のアイデアを出してみたい人が
30.5％となっている。このような消費者参加型のイベントなどを開催することによって、
企業は消費者を利用したブランド化を進めていくことができる5）。
またリアルタイム性により、企業・ブランドに関する HPや SNSを通じて、消費者と
いつでも直接つながることができるようになった。新商品の広告や企業・ブランドのニュ
ースなどを載せることによって、企業・ブランドについてよく知ってもらえる機会が増え
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た。さらに、HPや SNSに登録してもらうことによって、企業やブランドに対する消費者
のもつイメージを、良い方向に傾けることができるようになった。
生産者が消費者を利用してブランド化しようと活動した FamilyMartの例を見ていく。
2014年に、ウルトラエナジーチャージキャンペーン6）を行った。このイベントは、消費者
が SNSを用いて自発的に広めていった。その要因は、無料でエナジードリンクがあたっ
た満足感を共有したいと思う消費者がいたからであると予測できる。SNSユーザー間で
の宣伝の結果、このイベントはインターネット上で大きな話題を呼び、エナジードリンク
の認知度を高めることに成功したと言える。
4─3. インターネット社会における最適なブランドの発展
ここでは、インターネットで発生しやすいブランドを発展モデルに当てはめることで、
インターネット社会におけるブランドの発展について考察する。
2節で述べたように、ブランドは短期的な製品ブランドとして発生した後、長期的な製
品ブランドへと成長し、最終的に長期的な企業ブランドの活性化を促すようになることが
理想的である。大企業は、インターネット社会においてもこのモデルをたどることが可能
である。なぜなら、テレビがインターネットと比較して未だに視聴時間が長く影響範囲も
広いことから分かるように（図 3）、マスメディアの影響力は依然として大きいからであ
る。したがって、大企業は資金力を活かした継続的な宣伝活動により、ブランドイメージ
で差別化されたブランドを形成できる。
さらに、大企業はインターネットを利用したクロスメディア戦略が可能である。クロス
図 2　企業やブランドの自社サイトやSNSアカウント登録による態度変化
（出所）電通報『ソーシャルメディア利用実態調査 2014』より作成。
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メディア戦略とは、テレビ CMや雑誌を用いてホームページのアクセスを促すなどの、
インターネットとマスメディアを組み合わせた戦略である。これは、情報量の多いインタ
ーネットと、影響力の強いマスメディアの相乗効果を狙うもので、従来のブランド戦略を
さらに強固にすることができる。このことからも、大企業の有利は変わらず、大企業のブ
ランドの発展においてインターネットの影響は少ないといえる。
一方で、大きな影響を受けているのは、マスメディアの力を借りられなかった中小企業
である。マスメディアに宣伝してもらわなければ知名度を上げるのが難しかった企業であ
っても、インターネットの登場により比較的低コストで世界中に宣伝できるようになっ
た。例えば、マスメディアの広告よりも安い傾向にある7）インターネット広告による宣伝
や、消費者に口コミで広めてもらう間接的な宣伝が可能である。そして、これらの変化に
適した特徴を持つブランドが発生するようになった。
このインターネットに適したブランドの特徴が、小節 4─2で述べた話題性、ニッチ層
向け、消費者利用といった要素である。このことをふまえて、中小企業のような生産者
は、インターネット社会においてどのようにブランドを発展させていくべきかを考えると
次のようになる。
インターネット社会において中小企業が発展させるべきだと考えるブランドは、短期の
製品ブランドである。安定的な利益を出しやすいのは長期の企業ブランド、長期の製品ブ
ランド、短期の製品ブランドの順であり、短期の製品ブランドはあまり望ましいものでは
ない。なぜなら、インターネットを利用したブランドは短期の製品ブランドを確立するの
に優れている反面、インターネットによって長期の製品ブランド以降への発展を阻害され
図 3　主なメディアの平均利用時間と行為者率
（出所）総務省情報通信白書平成 25年度版より引用、一部編集。
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やすいからである。以下にその理由を述べる。
ブランドがインターネットを媒体として発生する場合、短期ブランドになりやすい。な
ぜなら、インターネットでは話題性がある商品や、ニッチ層をターゲットにした商品が広
まりやすいが、これらのブランドは知名度を上げることが最優先で差別化するための戦略
が出来ていないことが多く、競争力が弱いためキャッチアップされやすいからである。さ
らに情報の消費が加速したため、ブランドは発展を遂げる前にその新奇性を失い、衰退す
る可能性が高い。これも発生したブランドが短期ブランドにとどまってしまう可能性につ
ながっていく要因である。
また、多くの中小企業にとってインターネットのみで企業ブランドを確立することは難
しい。その理由は 2つある。1つは差別化が難しいからである。差別化はマスメディアに
よるイメージ戦略や、製品開発などによって行われる。しかし、これらには多額の資金が
必要であり、この方法を取ることができる企業は限られる。もう 1つの理由は、消費者が
話題性のある製品ブランドに飛びつきやすくなったことである。インターネットの特徴か
ら、消費者は大量の新鮮な情報を仕入れることができるようになった。そのため消費者
個々人のブランド選択におけるスイッチングコストが下がり、他のブランドの価値が高い
と判断する機会が増えた。その結果、今までひとつの企業ブランドにとどまり続けた消費
者が、製品ブランドごとに移りやすくなる傾向が出てきたと言える。
5. 結語
本稿では、ブランドの発生や発展へのインターネットの影響について論じてきた。2節
ではブランドの発展モデルを構築し、長期的な企業ブランドへの発展が望ましいことを示
した。3節ではインターネットを利用しないブランドについて述べ、4節ではインターネ
ットを利用したブランドを発展モデルに当てはめて考察した。その結果、大企業はブラン
ドの発展方法にインターネットの与える影響が少ないことがわかった。そして、中小企業
は、長期的な企業ブランドを目指すために話題性やニッチ層向けといった特徴を持つ製品
を利用することで、自社製品をブランド化することができるようになった。しかし、イン
ターネットを利用したブランドは短期ブランドにとどまる可能性が高いことを示した。だ
が、それは考えられる中では良い選択肢であるので、中小企業は、短期の製品ブランドを
目指して発展させていくというのも、1つの可能性として持つべきだと考える。
注
  1） 柳田（2014）、p. 269。
  2） 図 1参照。
  3） 石井（1999）、p. 145。
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  4） 本稿では、マスメディアによる宣伝が日常的に可能な資産を持つ企業を大企業、持たない企業を中
小企業と定義する。
  5） 過剰な消費者利用は、時にステルスマーケティングのようなデメリットを生む可能性がある。ステ
ルスマーケティングはネット上の公共性がある場で、企業が消費者を騙り特定のブランドをアピール
することで、世間的にそのブランドが評価されていると誤認させる方法である。これを江上（2013）
の言葉を借りれば「他画他賛」風な「自画自賛」広告と言える。
  6） FamilyMartがウルトラマンとコラボレーションしたキャンペーン。このイベントには、Twitterか
Facebookから 1日 1回応募することができ、抽選に当選したら栄養ドリンクを、全国の FamilyMart
から無料で手に入れることができる。抽選の当落が書かれている下に、「結果を SNSに投稿する」と
いうボタンがあり、それを押すと SNS上にイベントに参加したことが書き込まれる。
  7） マスメディアの宣伝費は視聴率 15％の番組で 15秒テレビ CMを流す費用が 150万円（日テレ広告
ガイド）、日本経済新聞の 3段広告は 457万 2千円（NIKKEI AD WEB）である。広告費を比較をす
ると、「Yahoo! JAPAN」ブランドパネルでは、一回表示する広告費は約 0.8円、日本経済新聞での 5
段広告費は一部あたり約 3.2円である。（Yahoo!は掲載料金／インプレッション数、日本経済新聞は
掲載料金／一日発行部数から算入した）
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